様式第1号(第6条関係)
年　　月　　日　　
勝央町木造住宅耐震改修事業費補助金交付申請書
　勝央町長　　殿
　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　氏名
　勝央町木造住宅耐震改修等事業費補助金交付要綱第6条の規定により、次のとおり必要書類を添えて申請します。
申請に当たっては、勝央町木造住宅耐震改修等事業費補助金交付要綱第13条により行われる耐震改修工事等の結果の公表について同意します。
	補助年度
	年度

	工事区分
	□ 耐震改修工事　□ 耐震建替工事

	既存住宅の概要
	所有者
	住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　Tel

	
	所在地
	勝央町

	
	規模等
	地上：　　階・地下：　　階
建築面積：　　　　　㎡　・　延床面積：　　　　　㎡

	
	建築年月日
	年　　　月　　　日　着工

	補助事業の経費所要額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助対象経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	利子補給制度【リ・バース60】利用の有無
	□有・□無

	契約予定日
完了予定日
	　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	添付書類
	共通
	1　事業計画書(別紙)
2　耐震診断(現況診断)報告書又は耐震性能評価書の写し
3　既存住宅の所有者と建築時期が確認できる書類
4　既存住宅の付近見取図、外観写真
5　耐震改修工事等の実施に係る利害関係者の同意書
6　納税証明書(勝央町税に未納がない証明)
7　その他町長が必要と認める書類
	確認欄

	
	
	
	1 □
2 □
3 □
4 □
5 □
6 □
7 □

	
	耐震改修工事
	1　耐震診断(補強計画)報告書
2　耐震改修に要する費用の見積書
3　耐震化工事図面
4　工事工程表
5　工事監理者が木造住宅耐震診断員であることがわかる書類
6　【リ・バース60】耐震改修利子補給制度利用対象証明書発行
申請書（利子補給制度を利用する場合に限る。）
	1 □
2 □
3 □
4 □
5 □
6 □

	
	耐震建替工事
	1　建替工事に要する費用の見積書(除却と新築の両方を明記)
2　新築に係る建物配置図、平面図、立面図及び求積図
3　工事工程表(除却と新築の両方を明記)

4　建替え後の住宅の設計者及び工事監理者が確認できる書類
	1 □
2 □
3 □
4 □

	備考
	


別紙
	事業計画書
申請者の氏名
	

	既存住宅の所在地
	勝央町

	耐震改修促進法第14条第3号の建築物の該当の有無
	· 有り　　　　　　　□ 無し

	既存住宅の床面積
	延床面積　　　　：　　　　　　㎡
うち店舗等の面積：　　　　　　㎡（割合：　　　　％）

	耐震性能の評価手法
	□ 耐震診断　　　　　□ 既存住宅性能評価

	既存住宅の耐震性能
	上部構造評点：

	①事業費
	円

	②補助事業の経費所要額
	円

	③補助対象経費
	円

	④補助金申請額
	円

	□ 耐震改修工事

	耐震補強の方法
	工法：

	目標の耐震性能
	上部構造評点：

	耐震基準
	□ 上部構造評点が1.0以上　　　□ 耐震等級が1以上

	□ 耐震建替工事

	建替え後の住宅の所在地
	勝央町

	建替え後の住宅の床面積
	延床面積　　　　：　　　　　　㎡
うち店舗等の面積：　　　　　　㎡（割合：　　　　％）


注1　①事業費は、工事全体の契約予定額(見積額)とすること。
2　②補助事業の経費所要額は、①事業費から耐震改修工事に要する費用(耐震建替工事にあっては耐
震改修工事相当分の費用)以外を除いた額とすること。
3　③補助対象経費は、②補助事業の経費所要額(1㎡当たり34,100円を乗じた額を限度とする。)に
5分の4を乗じた額(千円未満切り捨て)とすること。利子補給制度を利用する場合にあっては、耐震改修工事に限り補助対象とし、補助事業の経費所要額(1㎡当たり34,100円を乗じた額を限度とする。)に5分の2を乗じた額(千円未満切り捨て)とすること。
4　④補助金申請額は、③補助対象経費の全額(千円未満切り捨て)とすること。ただし、一住宅につ
き115万円を限度とする。利子補給制度を利用する場合にあっては、耐震改修工事に限り補助対象とし、57.5万円を限度とする。
